こども本の森京都指定管理者募集に係る提出書類一覧（表紙）別紙１－１


１　提出書類は、提出前に確認のうえ、本表紙の確認欄の□にレ印を記入してください。
２　原本で用紙サイズが決まっているもの以外はＡ４サイズに統一し、文字は明瞭なものを提出してください。
３　提出方法は、別紙１－２をご参照ください。


	申請団体名
	




【実名で作成・提出するもの】
	確認欄
	様式番号
	提出時
ｲﾝﾃﾞｯｸｽ名
	提出書類
	部数

	□
	Ａ
	様式Ａ
	指定管理者指定申請書
	１

	□
	Ｂ
	様式Ｂ
	団体の概要
	１

	□
	Ｃ
	様式Ｃ
	誓約書
※　応募資格等に係るもの
	１

	□
	Ｄ
	様式Ｄ
	誓約書
　※　京都市暴力団排除条例施行規則第４条に定める利益付与処分に係るもの
	１

	□
	Ｅ
	様式Ｅ
	共同事業体の結成に関する申請書　
　※　共同事業体の場合のみ
	１

	□
	Ｆ
	様式Ｆ
	共同事業体の結成に関する協定書
※　共同事業体の場合のみ
	１

	□
	Ｇ
	様式Ｇ
	共同事業体連絡先一覧
　※　共同事業体の場合のみ
	１

	□
	Ｈ
	様式Ｈ
	共同事業体間の役割分担
　※　共同事業体の場合のみ
	１

	□
	Ｉ
	様式Ｉ
	調査同意書（水道料金・下水道使用料）
※　主たる事務所の所在地に、本市の水道の使用者名義を有している場合、提出してください。
主たる事務所の所在地が、本市以外の場合は、不要です。ただし、所在する自治体に請求し、滞納がない旨を証する書類を提出してください（「添付資料：様式Ａ～Ｇ関係」参照）。
	１






（添付資料：様式Ａ～Ｉ関係）
※　複数の団体が共同事業体を結成して申請する場合は構成団体ごとに提出
※　添付資料は、様式Ｉの後に順番に綴ってください。
	確認欄
	関係様式
	提出時
ｲﾝﾃﾞｯｸｽ名
	提出書類
	部数

	□
	Ｂ・Ｆ
	添付資料
	組織図
　※　共同事業体の場合は、それぞれの構成団体のものに加え、共同事業体としての組織体制（構成団体間の連携や会議・連絡調整等の体制）を図示したものを提出してください。
	１

	□
	Ｂ・Ｆ
	
	役員名簿
	１

	□
	Ｂ・Ｆ
	
	定款規約等
	１

	□
	Ｂ・Ｆ
	
	法人登記簿謄本（現在事項全部証明書）
※　直近の状況が明記されており、申請日前３か月以内に発行されたものを提出
	１

	□
	Ｂ・Ｆ
	
	印鑑証明書
※　直近の状況が明記されており、申請日前３か月以内に発行されたものを提出
	１

	□
	Ｂ・Ｆ
	
	決算書類等
（法人にあっては財務諸表（提出日の直前３事業年度の各年度の決算報告書（貸借対照表及び損益計算書を含むものに限る）、税務申告書のうち別表一、別表四、別表五）、個人にあっては直前３年間の確定申告書の写し）
※　複数の団体が共同事業体を結成して申請する場合は構成団体ごとに提出
※　損益計算書（または製造原価報告書等）において、「給与・賞与」だけでなく、「法定福利費（社会保険料等）」および「福利厚生費」の計上額が判別できる明細を添付、または内書きすること。
※　決算書類等は実名で提出いただいた後、本市において黒塗り等により匿名化したうえで、指定管理者選定委員会の審査資料（様式９関係）として使用します。
	１

	□
	Ｂ・Ｆ
	
	納税証明書等
※　直近２年分の証明書等（原本）
ア：所得税又は法人税
イ：消費税及び地方消費税
ウ：法人市民税及び固定資産税
エ：水道料金及び下水道使用料　※主たる事務所の所在地が、本市以外の場合に限る。
	１




【匿名で作成・提出するもの】
※　申請団体名や団体が運営されている施設名のほか、それらが特定できる情報（以下、「団体名等」という。）は記載しないでください。
	確認欄
	様式番号
	提出時
ｲﾝﾃﾞｯｸｽ名
	提出書類
	部数

	□
	１
	様式１
	１　団体の運営実績
	１０

	□
	２
	様式２
	２　監査指摘等の状況
	１０

	□
	３
	様式３
	３　団体全体における事故及び不祥事について
	１０

	□
	４
	様式４
	４　同種事業における事故及び不祥事について
	１０

	□
	５
	様式５
	５　コンプライアンスの推進
	１０

	□
	６
	様式６
	６　財務指標
	１０

	□
	７
	様式７
	７　運営方針等
	１０

	□
	８
	様式８
	８　事業に関する業務に係る計画
	１０

	□
	９
	様式９
	９　職員の配置計画・人材育成
	１０

	□
	任意様式
	
	ジョブローテーション表（職員の配置予定がわかるもの）
	１０

	□
	１０
	様式１０
	１０　内部牽制体制
	１０

	□
	１１
	様式１１
	１１　施設の提供・運営に関する業務に係る計画
	１０

	□
	１２
	様式１２
	１２　施設の維持管理に関する業務に係る計画
	１０

	□
	１３
	様式１３
	１３　運営の質の確保・向上
	１０

	□
	１４
	様式１４
	１４　利用者の意見聴取とその反映方法、個人情報の保護等
	１０

	□
	１５
	様式１５
	１５　自主事業に係る計画
	１０

	□
	１６
	様式１６
	１６　団体の本店又は主たる事務所の所在地等
	１０

	□
	１７
	様式１７
	１７　市内中小企業の活用
	１０

	□
	１８
	様式１８
	１８　運営の健全性
	１０

	□
	１９
	様式１９
	１９　３年４か月間の収支見込み
　※　収支計画（費用の見積額）が募集要項２⑶指定管理料に示す指定管理料の上限額を超過したものとなっていた場合は、失格とします。
	１０

	□
	任意様式
	
	収支見込に係る積算資料
	１０

	□
	２０
	様式２０
	２０　賃金・物価スライド制度に基づく対象経費内訳書
	１０

	□
	２１
	様式２１
	２１　その他
	１０

	□
	任意様式
	見積書
	指定管理業務に係る費用の見積書
	１０

	□
	任意様式
	開館業務
	募集要項「９　開館業務について」に示す開館業務に関する方針・実施手法等
　※　ア～コのそれぞれの業務について簡潔に記載すること。
	１０

	□
	任意様式
	
	募集要項「９　開館業務について」に示す開館業務に係る費用の見積書
　※　算定項目は任意とするが、ア～コのそれぞれの業務に要する費用がわかるように作成すること。
	１０


（添付資料：様式１～２４関係）
※　団体名等の記載がある場合は、黒塗り等により判読できないようにしてください。
※　添付資料は、それぞれの関係様式の後に綴ってください。
	確認欄
	関係様式
	提出書類
	部数

	□
	１
	同種事業の実績を示す書類
	１０

	□
	１
	同種事業の特徴を示すパンフレット等（既存のものがある場合）
	１０

	□
	４
	団体全体における事故及び不祥事の詳細が分かる書類（例：事故報告書、役員会等での説明資料）
※　該当する場合のみ
	１０

	□
	５
	同種事業における事故及び不祥事の詳細が分かる書類（例：事故報告書、役員会等での説明資料）
　※　該当する場合のみ
	１０




【プレゼンテーション投影資料（匿名で作成・提出）】
※　団体名等は掲載しないでください。
	確認欄
	様式番号
	提出書類
	部数

	□
	―
	プレゼンテーション投影資料
	１０



